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　（佐賀県市町立学校県費負担教職員の退職手当に関する条例の一部改正）
第２条　佐賀県市町立学校県費負担教職員の退職手当に関する条例（昭和28年佐賀県条例第65号）の一部を次のように改正する。
　　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

　（趣旨）
第１条　この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条
の２第１項及び第２項並びに第28条の３並びに地方教育行政の組織
及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第43条第３項の規
定に基づき、市町村立学校職員給与負担法（昭和23年法律第135号）
第１条に規定する職員（以下「職員」という。）の定年等に関し必
要な事項を定めるものとする。

　　　附　則
１　略
２　この条例の適用を受ける職員であって昭和20年９月２日以後ソ
ヴィエト社会主義共和国連邦、樺太、千島、北緯38度以北の朝鮮、
関東州、満州又は中国本土の地域内において生存していたと認めら
れる資料があり、且つ、本邦に帰還していないもの（自己の意思に
より帰還しないものと認められる者を除く｡）が恩給法の一部を改

　（趣旨）
第１条　この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条
の４第１項及び第２項、第28条の２、第28条の５、第28条の６第１
項から第３項まで並びに第28条の７並びに地方教育行政の組織及び
運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第43条第３項の規定に
基づき、市町村立学校職員給与負担法（昭和23年法律第135号）第
１条に規定する職員（以下「職員」という。）の定年等に関し必要
な事項を定めるものとする。

　　　附　則
　略
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正する法律（昭和28年法律第155号）の規定によって退職したもの
とみなされたとき、又は昭和28年８月１日以後死亡が確認されたと
きは、その者がその退職の日又は死亡確認の日に退職したものとみ
なし、その者が昭和20年８月15日において受けていた給料月額（そ
の額が別表左欄に掲げる額のいずれにも該当しない場合にはその額
の直近上位の額とする｡）に対応する別表右欄に掲げる新給料月額
を計算の基礎とした佐賀県職員の退職手当に関する条例第４条の規
定による退職手当を支給する。

別表
昭和20年８月15日現在の給料月額 新給料月額

40円 6,000円
45 6,200
50 6,650
55 7,150
65 7,650
75 8,150
85 8,650
95 9,250
105 9,850
115 10,650
125 11,550
135 12,450
145 13,400
160 14,600
175 15,800
190 16,400
205 17,800
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220 18,500
240 20,000
260 21,600
280 23,300
300 25,100
320 27,300
360 29,500
400 31,900
440 34,500
480 38,800
520 44,800

　　　附　則
　（施行期日）
１　この条例は、令和５年４月１日から施行する。
　（佐賀県市町立学校県費負担教職員の再任用に関する条例の廃止）
２　佐賀県市町立学校県費負担教職員の再任用に関する条例（平成13年佐賀県条例第14号）は、廃止する。
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